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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基部と、
　前記基部に対して運動可能に取付けられた低周波要素であって、３次元振動運動を行う
という低周波要素と、
　前記基部に対して取付けられた第１圧電素子であって、前記低周波要素との間の空隙間
隔を以て該低周波要素から離間されるという第１圧電素子とを備え、
　前記基部と前記低周波要素と前記第１圧電素子とは概して、第１面を形成し、
　前記基部に対して取り付けられたカバーに取り付けられた第２圧電素子であって、前記
第１面とほぼ平行に該第１面から離間された第２面を概して形成する第２圧電素子をさら
に備えたエネルギ取得デバイスであって、
　前記低周波要素は、該低周波要素が振動するときに前記第１圧電素子あるいは前記第２
圧電素子に衝当し、
　前記第１圧電素子あるいは前記第２圧電素子に対する前記低周波要素の衝当により、該
圧電素子は弾性的に変形され、且つ、
　前記第１圧電素子及び前記第２圧電素子は弾性変形に応じた電圧差を生成する、
　エネルギ取得デバイス。
【請求項２】
　前記第１圧電素子及び前記第２圧電素子のそれぞれと電気接触して其処から延在する導
電リード線を更に具備する、請求項１に記載のエネルギ取得デバイス。
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【請求項３】
　前記基部はフレームであり、該フレームは前記低周波要素を囲繞する、請求項１に記載
のエネルギ取得デバイス。
【請求項４】
　前記基部および前記低周波要素は、ケイ素およびケイ素合金から成る群から選択された
材料で作成される、請求項１に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項５】
　前記低周波要素は前記基部と一体的である、請求項４に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項６】
　前記低周波要素に対して堅固に取付けられた選択的質量を更に具備する、請求項１に記
載のエネルギ取得デバイス。
【請求項７】
　前記選択的質量は金属製材料から作成される、請求項６に記載のエネルギ取得デバイス
。
【請求項８】
　前記金属製材料は、タングステン、レニウム、金、鉛、および、それらの合金から成る
群から選択される、請求項７に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項９】
　前記第１圧電素子は前記フレームに対して堅固に取付けられた圧電帯片である、請求項
３に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１０】
　前記第１圧電素子は、一方の圧電帯片は前記低周波要素の一側にて前記フレームに対し
て堅固に取付けられ且つ他方の圧電帯片は前記低周波要素の逆側にて前記フレームに対し
て堅固に取付けられるという、前記フレームに対して堅固に取付けられた一対の圧電帯片
である、請求項３または請求項９に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１１】
　前記第１圧電素子は前記基部に対して取付けられた高周波ビーム材であり、該高周波ビ
ーム材は、共振周波数を有すると共に、前記低周波要素による衝当の後で前記共振周波数
において振動する、請求項１に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１２】
　前記高周波ビーム材は、前記基部に対して取付けられた第1端部と、該第1端部から離間
された非取付けの第2端部とを有する、請求項１１に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１３】
　前記高周波ビーム材は、前記基部に対して取付けられた第1端部および前記基部に対し
て取付けられた第2端部を有し、該第2端部は前記第1端部から離間される、請求項１１に
記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１４】
　前記高周波ビーム材はビーム材要素および圧電帯片を有し、前記圧電帯片は前記ビーム
材要素に対して堅固に取付けられる、請求項１２または請求項１３に記載のエネルギ取得
デバイス。
【請求項１５】
　前記圧電帯片は、前記第1端部の近傍にて前記ビーム材要素に対して堅固に取付けられ
る、請求項１４に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１６】
　前記高周波ビーム材は、第1の圧電帯片は前記ビーム材要素の第1側面に対して堅固に取
付けられ且つ第2の圧電帯片は逆側に配設された該ビーム材要素の第2側面に対して堅固に
取付けられるという、２つの圧電帯片を有し、前記第1および第2の圧電帯片は前記ビーム
材要素の前記第1端部の近傍にて堅固に取付けられる、請求項１４または請求項１５に記
載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１７】
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　前記高周波ビーム材は、第1の高周波ビーム材は前記低周波要素の一側に配置され且つ
第2の高周波ビーム材は前記低周波要素の逆側に配置されるという離間された一対の高周
波ビーム材である、請求項１１に記載のエネルギ取得デバイス。
【請求項１８】
　前記第２圧電素子は、前記第２面の上に配置された圧電帯片である、請求項１に記載の
エネルギ取得デバイス。
【請求項１９】
　前記低周波要素と前記第１圧電素子及び前記第２圧電素子とを囲繞する囲繞パッケージ
を更に具備する、請求項１のエネルギ取得デバイス。
【請求項２０】
　前記囲繞パッケージはケイ素から作成される、請求項１９のエネルギ取得デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エネルギ取得デバイス、特に、周囲環境振動を電気エネルギへと変換し得る
エネルギ取得デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　周囲環境振動を電圧差へと変換もしくは捕捉すると、無償でクリーンなエネルギが提供
され得る。これに加え、周囲環境振動は多様な動作、作業などに存在すると共に、斯かる
振動は、温度、湿度、太陽光の量などの如き環境条件によりそれほど影響されない。その
故に周囲環境振動は、長期間に亙り一貫した動力を提供し得る最も魅力的な動力源のひと
つである。
【０００３】
　エネルギ捕捉法もしくはエネルギ取得法としても知られる振動捕捉法は、誘電物質の両
端に亙り電荷分離を生成することにより物理的歪みを電圧差へと変換する圧電材料を用い
て振動を電気エネルギへと変換する。特に圧電式エネルギ取得デバイスは、一端にて固着
され且つ逆端部にては可動であるという圧電的な帯片もしくは板材の屈曲を提供する。該
圧電材料の屈曲は該材料の弾性変形に帰着し、この弾性変形は電気エネルギへと転換もし
くは変換される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　斯かる圧電式エネルギ取得デバイスにより生成されるエネルギは、上記材料が屈曲の間
において蒙る平均的な物理的歪みすなわち弾性変形に比例する。これに加え、圧電材料は
本質的に堅固であることが一般的なので、比較的に高周波の用途に対して更に効果的であ
り且つ有用である。しかし、周囲環境振動は典型的には低周波である。その故に、これま
で圧電式エネルギ取得デバイスは部分的に、典型的に小振幅かつ低周波である周囲環境振
動により、および／または、認識可能な量のエネルギを取得し得る複数個のデバイスを配
備する負担により、成果が限られてきた。故に、圧電材料を使用し、多くの動作、作業な
どに存在する小振幅で低周波の振動を利用し得るエネルギ取得デバイスであって、作製が
安価であるというエネルギ取得デバイスは好適であろう。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、小振幅で低周波の(以下、小振幅／低周波の、と称される)振動を電気エネル
ギへと変換するエネルギ取得デバイスを開示する。該デバイスは、基部、低周波要素およ
び圧電素子を含み得る。上記低周波要素は、上記基部に対して運動可能に取付けられ得る
と共に、２次元振動運動を行い得る。上記圧電素子は、上記基部に対して取付けられ得る
と共に、上記低周波要素との間の空隙間隔を以て該低周波要素から離間され得る。周囲環
境振動に起因する上記低周波要素の運動時に、該低周波要素は上記圧電素子に衝当してそ
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の弾性変形を引き起こし得る。そのときに上記圧電素子の上記弾性変形は、電気エネルギ
を提供すべく使用され得る電圧差を生成し得る。
【０００６】
　一定の場合、上記基部は上記低周波要素を囲繞するフレームであり、且つ、上記基部お
よび／または低周波要素はケイ素から作成され得る。これに加え、上記低周波要素は上記
基部と一体的とされ得る。上記低周波要素に対しては選択的質量が堅固に取付けられ得る
と共に、該選択的質量は、タングステン、レニウム、金、鉛、および、それらの合金の如
き金属製材料から作成され得る。
【０００７】
　一実施例において、上記圧電素子は上記フレームに対して堅固に取付けられた圧電帯片
であり、上記低周波要素の運動により該低周波要素は上記圧電帯片に対して接触されて圧
電材料の弾性変形を引き起こす。上述の如く、上記弾性変形は、上記圧電帯片の両端に亙
る電圧差であって、電気エネルギとして収集、蓄積、使用などされ得るという電圧差を付
与する。一定の場合において上記デバイスは、第1の圧電帯片は上記低周波要素の一側に
て上記フレームに対して堅固に取付けられ且つ第2の圧電帯片は上記低周波要素の逆側に
て上記フレームに対して堅固に取付けられるという、上記フレームに対して堅固に取付け
られた一対の圧電帯片を含み得る。
【０００８】
　別実施例において、上記圧電素子は、上記基部に対して取付けられた第1端部と、該第1
端部から離間された第2端部であって、上記基部に対して取付けられないことで自由に運
動および／または振動するという第2端部とを備える高周波ビーム材である。該高周波ビ
ーム材は共振周波数を有すると共に、該高周波ビーム材は、該ビーム材が上記低周波要素
により衝当された後で該周波数にて振動する。一定の場合、上記高周波ビーム材は上記基
部に対して取付けられた第1端部および第2端部を有し、該ビーム材は依然として共振周波
数を有すると共に、上記低周波要素により衝当された後で該周波数にて振動する。
【０００９】
　上記高周波ビーム材はビーム材要素および圧電帯片を有し得ると共に、上記圧電帯片は
、上記高周波ビーム材が振動するときに該圧電帯片が自身の弾性変形に帰着する屈曲運動
を蒙る如く、上記ビーム材要素に対して堅固に取付けられる。上記圧電帯片は、上記フレ
ームに対して取付けられた上記ビーム材の端部の近傍にて該ビーム材要素に対して堅固に
取付けられ得ることは理解される。これに加え、上記高周波ビーム材は、第1の圧電帯片
は上記ビーム材要素の第1側面に対して堅固に取付けられ且つ第2の圧電帯片は逆側に配設
された該ビーム材要素の第2側面に対して堅固に取付けられるという、２つの圧電帯片を
有し得る。一定の場合、上記デバイスは、第1の高周波ビーム材は上記低周波要素の一側
に配置され且つ第2の高周波ビーム材は上記低周波要素の逆側に配置されるという離間さ
れた一対の高周波ビーム材を有し得る。
【００１０】
　別実施例において、上記低周波要素は３次元振動運動を行い得ると共に、上記圧電素子
は面内要素および面外要素を有し得る。上記圧電素子の上記面内要素としては、上記フレ
ームに対して堅固に取付けられた圧電帯片、上記基部もしくはフレームに対して取付けら
れた高周波ビーム材、および／または、それらの組み合わせが挙げられる。上記面外要素
は、上記低周波要素の面外に配置された圧電薄膜および／または帯片であって、上記低周
波要素がその２次元運動の面外にて運動したときに該低周波要素により衝当され得る如く
位置されるという圧電薄膜および／または帯片とされ得る。上記圧電薄膜および／または
帯片は、上記低周波要素により衝当されたときに自身が振動する共振周波数も有し得るこ
とは理解される。
【００１１】
　上記エネルギ取得デバイスは、上記低周波要素と上記圧電素子とを囲繞する囲繞パッケ
ージも有し得る。該囲繞パッケージはケイ素から作成されても良く、されなくても良く、
且つ、上記エネルギ取得デバイスを汚れ、塵埃、水分、破片などの汚染から保護し得る。
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【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施例に係るエネルギ取得デバイスの斜視図である。
【図２】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図３】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図４】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図５】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図６】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図７】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図８】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図９】図１に示されたエネルギ取得デバイスに対する一実施例の概略図である。
【図１０】本発明の別実施例に係るエネルギ取得デバイスの斜視図である。
【図１１】圧電材料に対する33－モードの弾性変形を例示する概略図である。
【図１２】圧電材料に対する31－モードの弾性変形を例示する概略図である。
【図１３】低周波要素の２次元振動運動に適応し得る圧電素子を示す、図１に示された実
施例の斜視図である。
【図１４】低周波要素の２次元振動運動に適応し得る圧電素子を示す、図１０に示された
実施例の斜視図である。
【図１５】低周波要素の２次元振動運動に適応し得る別実施例の斜視図である。
【図１６】低周波要素の２次元振動運動に適応し得る別実施例の斜視図である。
【図１７】図１に示された実施例を囲繞する囲繞パッケージの斜視図である。
【図１８】囲繞パッケージの斜視図である。
【図１９】単一のウェハから作成された複数個のエネルギ取得デバイスの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、小振幅／低周波の振動を電気エネルギへと変換し得るエネルギ取得デバイス
を開示する。その故に本発明は、電気エネルギを生成するための構成要素としての有用性
を有している。
【００１４】
　上記エネルギ取得デバイスは、誘電物質の両端に亙り電圧差を付与する弾性変形に対し
て圧電素子を委ねることにより、物理的振動を電気エネルギへと変換する。低周波要素が
含まれると共に、該要素は、特定の動作、作業などに存在する小振幅／低周波の振動に応
じた該要素の運動を最大化する如く、設計、形状化などされ得る。たとえば例示目的での
み、斯かる小振幅／低周波の振動は、自動車、航空機、重機類、事務機器、建設機械など
の動作において存在し得る。その故に、本明細書において教示されるエネルギ取得デバイ
スは、バッテリの頻繁な交換および／または入れ替えが望ましくない多くの用途において
使用される無線センサ・モジュールの動力源の一部とされ得る。たとえば例示目的でのみ
、斯かる状況としては、建築物／構造体の一体性の監視、地震センサ、天候センサ、海洋
状態センサ、自動車センサ、人間活動センサ、または、人体器官活動もしくは健康に対す
るセンサなどが挙げられる。
【００１５】
　上記エネルギ取得デバイスは、自動車、重機類、事務機器などの如き起源構成要素に対
して堅固に取付けられても良く取付けられなくても良いという基部を含み得る。上記基部
に対して取付けられた低周波要素も含まれ得る。上記起源構成要素の振動時に、上記基部
はそれと共に運動し得ると共に、上記低周波要素は上記基部に対して運動および／または
振動し得る。一定の場合、上記低周波要素は１次元の振動運動を行う。他の場合、上記低
周波要素は２次元の振動運動を行う。
【００１６】
　上記低周波要素に加えて、上記エネルギ取得デバイスは、上記基部に対して取付けられ
た圧電素子であって、上記低周波要素との間の空隙間隔を以て該低周波要素から離間され
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たという圧電素子も有し得る。上記低周波要素の振動時に、上記圧電素子は、それが上記
低周波要素により衝当され且つ圧電材料は弾性変形を蒙る如く、上記低周波要素に対して
離間され、位置決めされ、且つ／又は、配置される。上記圧電素子の弾性変形は電圧差の
生成に帰着することから、該圧電素子と電気接触して該圧電素子から延在するという導電
リード線を使用して、該圧電素子から導出され得る電気エネルギが生成される。
【００１７】
　一定の場合において、上記圧電素子は共振周波数を有し得ると共に、上記低周波要素に
よる該圧電素子に対する衝当は、該圧電素子を上記共振周波数にて振動させ得る。上記圧
電素子の振動は該圧電素子の弾性変形に帰着し得ることから、そこから付加的エネルギが
生成され得ることは理解される。
【００１８】
　上記基部は、上記低周波要素を囲繞するフレームとされ得る。これに加え、上記基部お
よび上記低周波要素はケイ素から作成され得、その場合に“ケイ素”という語句は、市販
の純粋なケイ素およびケイ素合金を包含するものと定義される。上記低周波要素は、上記
基部と一体的とされ得ると共に、該低周波要素に対して堅固に取付けられた選択的質量を
含んでも良くもしくは含まなくても良い。上記選択的質量は、タングステン、レニウム、
金、鉛、それらの合金などの如き金属製材料から作成され得る。上記選択的質量を備えた
もしくは備えない上記低周波要素が、特定の自動車、特定の重機類片などの如き特定の起
源構成要素により引き起こされるひとつの範囲の、または、一群の範囲の小振幅／低周波
の振動に関して該低周波要素の振動が最大化される如く設計され得ることは理解される。
【００１９】
　上記圧電素子は、上記フレームに対して堅固に取付けられた圧電帯片とされ得る。一定
の場合に上記圧電素子は、第1の圧電帯片は上記低周波要素の一側にて上記フレームに対
して堅固に取付けられ且つ第2の圧電帯片は上記低周波要素の逆側にて上記フレームに対
して堅固に取付けられるという、上記フレームに対して堅固に取付けられた一対の圧電帯
片とされ得る。上記圧電素子は、上記基部に対して取付けられた高周波ビーム材であって
、上記低周波要素により衝当されたときに該ビーム材が振動する共振周波数を有するとい
う高周波ビーム材ともされ得る。上記高周波ビーム材は、上記基部に対して取付けられた
第1端部と該第1端部から離間された非取付けの第2端部とを有し得るか、または、代替例
においては、上記基部に対して取付けられた第1端部および第2端部を有し、第2端部は第1
端部から離間され得る。
【００２０】
　上記高周波ビーム材は、ビーム材要素と、該ビーム材要素に対して堅固に取付けられた
圧電帯片とを有し得る。一定の場合、上記圧電帯片は、上記ビーム材要素の第1端部およ
び／または第2端部の近傍にて該ビーム材要素に対して堅固に取付けられる。これに加え
て上記高周波ビーム材は、第1の圧電帯片は上記ビーム材要素の第1側面に対して堅固に取
付けられ且つ第2の圧電帯片は逆側に配設された該ビーム材要素の第2側面に対して堅固に
取付けられるという、２つの圧電帯片を有し得る。上記フレームに対して堅固に取付けら
れた圧電帯片と同様に、上記低周波要素の一側に配置された第1高周波ビーム材、および
、上記低周波要素の逆側に配置された第2高周波ビーム材とされる、離間された一対の高
周波ビーム材が配備され得る。
【００２１】
　上記低周波要素が３次元振動運動を行う場合、上記圧電素子は面内要素および面外要素
を有し得る。上記面内要素は、圧電帯片および／または高周波ビーム材が上記フレームに
対して取付けられる如く、上記圧電素子を含み得る。上記面外要素は、上記低周波の２次
元運動に対して面外に配置された圧電帯片および／または圧電薄膜を含み得る。たとえば
例示目的でのみ、上記フレームに対して取付けられた上記低周波要素の上方、下方、左側
、右側などに、圧電帯片および／または圧電薄膜が配置され得る。
【００２２】
　上記エネルギ取得デバイスは、上記低周波要素と上記圧電素子とを囲繞する囲繞パッケ
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ージを含み得る。一定の場合に上記囲繞パッケージは、ケイ素から作成され得ると共に、
上記低周波要素および上記圧電素子を囲繞する面積および／または体積が、汚れ、塵埃、
破片、水蒸気などの如き汚染から解放されることを確実とする。これに加え、上記囲繞パ
ッケージを備えたもしくは備えない上記エネルギ取得デバイスは、シリコン・ウェハの如
きウェハ上に自己パッケージ化され得る。その故に、上記エネルギ取得デバイスの作製自
体が、大量生産およびコスト削減を可能とする従来の微細加工技術によるバッチ処理に適
合している。たとえば例示目的でのみ、上記フレーム、低周波要素および圧電素子の構造
はプラズマ・エッチング、化学エッチング、切削、イオン・ミリング、化学切削などを用
いてシリコン・ウェハから一体的に形成され得る。これに加え、隣接する一枚以上のシリ
コン・ウェハから作成された囲繞パッケージと共に、単一枚のシリコン・ウェハから複数
のエネルギ取得デバイスが作成され得る。代替例においては、エネルギ取得デバイスを作
製すべく、例示的には成形、射出成形、機械加工などの他の作製プロセスが使用され得る
。
【００２３】
　次に図１を参照すると、エネルギ取得デバイスの実施例は、参照番号10により概略的に
示される。デバイス10は、低周波要素110と圧電素子120とが取付けられた基部100を含み
得る。低周波要素110は、基部プレート112および脚部114を有し得る。脚部114は、基部プ
レート112を基部100に対して取付ける。基部プレート112に対しては選択的質量118が堅固
に取付けられ得ると共に、該選択的質量は、低周波要素110の共振周波数を調整すべく使
用され得る。これに加え、基部プレート112からはバンパ116が延在し得ると共に、該バン
パは一定の場合、脚部114の長さ方向に対して概略的に直交方向に延在する。
【００２４】
　図１に示された如く低周波要素110は、該要素110の夫々の側部が基部100に対して取付
けられる如く、一対の脚部114を有し得る。一本以上の脚部114が、一本以上の高周波ビー
ム材120に向かう要素110の概略的に側方への運動を付与することは理解される。本発明の
目的に対し、上記低周波要素が圧電素子120に接触する如き該低周波要素の概略的に側方
への運動は“面内”と定義され、且つ、面内ではない運動は“面外”運動である。
【００２５】
　基部100および低周波要素110は、相互に一体的とされ得る。たとえば例示目的でのみ、
シリコン・ウェハから材料が除去されると共に、基部100、低周波要素110および高周波ビ
ーム材120が残存する如く、シリコン・ウェハがエッチング、切削などされ得る。
【００２６】
　次に図２乃至図５を参照すると、低周波要素および高周波ビーム材に対する可能的な構
成を表す４つの実施例が示される。たとえば図２は、４本の高周波ビーム材120との間の
空隙間隔を以て該高周波ビーム材から離間された低周波要素110を備えた実施例10を示し
ている。この図に示された如く、基部プレート112は該プレートから延在する一対の脚部1
14を有すると共に、各脚部114は、図２乃至図５においては示されないが図１に示された
如く基部100に対して取付けられ得る。実施例10は、一方の対は一方の脚部114に隣接し且
つ別の対は他方の脚部114に隣接するという二対の高周波ビーム材120を有している。これ
に加え、高周波ビーム材120の各々はビーム材要素122および圧電帯片124を有し得ると共
に、ビーム材要素122は第1端部123および第2端部125を有している。第1端部123は基部100
に対して取付けられ得ると共に、第2端部125は自由に運動および／または振動し得る。
【００２７】
　第1端部123の近傍にて、ビーム材要素122に対しては圧電帯片124が堅固に取付けられる
。一定の場合、ビーム材要素122の一側に対して堅固に取付けられたひとつの圧電帯片124
、および、ビーム材要素122の逆側に対して取付けられた第2の圧電帯片124という一対の
圧電帯片124が配備され得る。これに加え、ひとつ以上の圧電帯片124から生成される電力
を圧電素子120の振動が最大化する如く、該ひとつ以上の圧電帯片124は第1端部123の近傍
にて上記ビーム材要素に対して堅固に取付けられ得る。
【００２８】
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　低周波要素110の運動／振動により、バンパ116は高周波ビーム材120に接触し、その運
動を付与し得ることは理解される。高周波ビーム材120の運動は、各圧電帯片124の屈曲運
動および弾性変形を提供する共振周波数における該高周波ビーム材の振動に帰着し得る。
一方、上記弾性変形は、(不図示の)導電リード線を用いて別体的な所望箇所へと帯片124
を流れ得る電流を与える電圧差へと変換される。上記導電リード線は、当業者に公知であ
る微細加工技術を用いて上記エネルギ取得デバイス上へと載置され得ることは理解される
。
【００２９】
　図３に示された如き代替実施例12は、一本以上の高周波ビーム材126と共に、図２に示
された実施例と同一および／または類似の低周波要素110を含み得る。各高周波ビーム材1
26は、両者ともに基部100に対して取付けられた第1端部123および第2端部125を有する。
別様に述べると、高周波ビーム材126は、図２に示された高周波ビーム材122が有する自由
端部を有していない。高周波ビーム材122と同様に、圧電帯片124は、第1端部123の近傍に
てビーム材126に対して堅固に取付けられ得る。これに加え、圧電帯片124は、第2端部125
の近傍にてビーム材126に対して取付けられ得る。低周波要素110は、高周波ビーム材126
に接触すると共に、共振周波数における該ビーム材の振動、および、圧電帯片124の屈曲
運動を付与し得ることは理解される。図３に示された如く、低周波要素110の一側には第1
の高周波ビーム材126が配置され得ると共に、要素110の逆側には第2の高周波ビーム材126
が配置され得る。上記帯片は、要素110の片側のみに配置されることも可能である。
【００３０】
　図４および図５を参照すると、低周波要素130が、基部プレート112、および、ひとつの
みの脚部114を備えるという実施例14および16が示される。この様にして、低周波要素130
は、低周波要素110により提供される如き線形運動ではなく、片持ち支持運動を呈する。
実施例14において示される如く二対の高周波ビーム材122が配備され得るか、または代替
例においては、図５に示された如く一対のみの高周波ビーム材122が配備され得る。低周
波要素130は、図３に示された一本以上の高周波ビーム材126と組み合わせても使用され得
ることは理解される。更に、高周波ビーム材122に対する帯片124の取付けに対して上記に
て教示された如く、圧電帯片124は高周波ビーム材126に対して堅固に取付けられることは
理解される。
【００３１】
　次に図６乃至図９を参照すると、実施例20～26は、低周波要素150および／または170を
基部100に対して取付ける一本以上の脚部154上に圧電帯片158が存在することを除き、図
２乃至図５に示された上記各実施例と同様である。これらの図に示された如く、脚部154
が基部100に取付けられる箇所の近傍にて、該脚部154にはひとつ以上の圧電帯片158が取
付けられ得る。これに加え、脚部154の一側に対しては第1の圧電帯片158が取付けられ得
ると共に、脚部154の逆側に対しては第2の圧電帯片158が取付けられ得る。図２乃至図５
に示された実施例と同様に、低周波要素150および／または170の面内運動の間においてバ
ンパ116が上記ビーム材に衝当し得る如く、高周波ビーム材122および／または126は、要
素150および／または170の近傍に配置され得る。これに加え、高周波ビーム材122および
／または126は、共振周波数にて振動すると共に、圧電材料124の弾性変形を付与し得る。
その故に、斯かる実施例からは、電圧差および電流が生成かつ収集され得る。
【００３２】
　次に図１０を参照すると、基部200、低周波要素110および圧電素子120を備えたエネル
ギ取得デバイスの実施例30が示される。但し、実施例40において圧電素子120は、基部200
に対して堅固に取付けられた圧電帯片もしくは薄膜210の形態である。該図に示された如
く、基部200は、低周波要素110と圧電素子120とを囲繞するフレームの形態であり得る。
斯かるフレームは、図１乃至図９に示された実施例10～26に対しても含まれ得ることは理
解される。実施例30に対し、バンパ116による圧電帯片210の衝当により、圧縮の形態で上
記圧電材料の弾性変形が提供される。斯かる弾性変形は図１１に示された如く上記圧電材
料の33－モードの変形であり得るが、図１乃至図９に示された各実施例において示された
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圧電材料の変形は、31－モードの形態(図１２)であり得る。更に、エネルギ取得デバイス
の厳密な設計態様、形状、各パラメータなどは、特定の起源構成要素に対する使用のため
に低周波要素および／または圧電素子の共振周波数および／または振動を最大化すること
により、上記起源構成要素の振動により提供される電気エネルギの量を最大化するために
改変され得ることは理解される。
【００３３】
　次に図１３および図１４を参照すると、実施例40は、低周波要素110の運動は面外とさ
れ得るが、依然として、低周波要素110に対して面外に配置された圧電薄膜103および／ま
たは105の使用と共に利用されるというエネルギ取得デバイスを示している。特に図１３
および図１４は、低周波要素110の面外運動は単一もしくは複数の圧電薄膜を衝撃してそ
の弾性変形を、故に電圧差の生成を引き起こす如き様式にて、下側カバー102および／ま
たは上側カバー104と夫々組み合わされた圧電薄膜103および／または105の使用を示して
いる。この様にして、上記低周波要素の２次元運動に帰着する起源構成要素のランダムな
振動が利用され得る。
【００３４】
　図１５および図１６は夫々、低周波要素110の２次元運動が圧電帯片107の使用と共に利
用されるという実施例60および70を示している。各圧電帯片107は下側カバー106に対して
堅固に取付けられ得ると共に、各圧電帯片109は上側カバー108に対して堅固に取付けられ
得る。低周波要素110の運動／振動は、該低周波要素の面内運動の間においては高周波ビ
ーム材122および／または圧電帯片210を衝撃し、且つ、該低周波要素の面外運動の間にお
いては圧電帯片107および／または圧電帯片109を衝撃し得ることは理解される。更に、図
９乃至図１６に示された実施例と共に、起源構成要素の振動運動の特性を利用したり、エ
ネルギ取得デバイスの作製のコストを低減するなどのために、図５乃至図９に示された如
き低周波要素の使用が伴われ得ることは理解される。更に、圧電帯片107および／または1
09が、図２乃至図９に関して上記に教示された様にひとつ以上の圧電帯片124を備えた高
周波ビーム材120の如き異なる構造を有し得ることも理解される。
【００３５】
　図１７および図１８は、基部100に対して取付けられた下側カバー102および上側カバー
104を備える実施例40を示している。この図に示された如く、自己パッケージ化されたエ
ネルギ取得デバイスが提供される。再び上述の如く、実施例10～70の全ては、相互に対し
て一体的に形成された、基部、フレーム、低周波要素、および、圧電材料が取付けられた
圧電素子を有し得る。
【００３６】
　図１９に示された如く、単一のウェハ5から、複数個のエネルギ取得デバイス30であっ
て、エネルギ取得デバイスが取入れられても良く又は取入れられなくても良いという付加
的な複数のシリコン・ウェハの載置および／または取付けにより提供された下側カバー10
6および上側カバー108を備えるというエネルギ取得デバイス30が作成され得る。この様に
して、複数のエネルギ取得デバイスの作製は、大量生産およびコスト削減を可能とする従
来の微細加工技術に適している。これに加え、種々の用途に対処すべく且つ信頼性および
その歩留まりを最大化すべく、エネルギ取得デバイスの設計態様および作製方法の広範囲
な選択が採用され得る。
【００３７】
　構成の材料はケイ素およびケイ素合金であると特定されたが、当業者に公知の他の材料
が使用され得る。たとえば例示目的でのみ、上記基部、低周波要素および圧電素子に対し
ては、それら自体が従来の微細加工技術に適合しているという他の電子材料が使用され得
ると共に、上記圧電帯片および／または薄膜に対しては、ジルコン酸チタン酸鉛(PZT)、
ポリフッ化ビニリデン(PVDF)、チタン酸鉛(PT)、PZN-PT、酸化亜鉛(ZnO)などの如き圧電
材料が使用され得る。上記導電リード線は、アルミニウム、金、銀、それらの合金などか
ら作成され得る。上記圧電薄膜および／または帯片は、例示的には、蒸着、ゾル／ゲル溶
液の析出、接着剤の使用などの、当業者に公知の方法、技術などを用いて、上記基部、低
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周波要素および／または圧電素子に対して取付けられ得ることは理解される。
【００３８】
　本発明は、上述された例示的な例および実施例に限定されるものでない。各実施例は、
本発明の有効範囲に対する限定であることは意図されていない。本明細書に記述された方
法、装置、構成物などは、例示的であり、本発明の有効範囲に対する限定であることは意
図されていない。当業者であれば、それらにおける変更および他の用法が想起されよう。
本発明の有効範囲は、各請求項の範囲により定義される。
【符号の説明】
【００３９】
　10　　エネルギ取得デバイス
　100　　基部
　110　　低周波要素
　120　　圧電素子

【図１】
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